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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成12年12月 平成13年12月 平成14年12月 

売上高 (千円) 620,652 1,876,910 3,107,491

経常利益 (千円) 249,271 898,094 1,283,294

当期純利益 (千円) 132,591 464,285 663,255

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 322,500 747,500 747,500

発行済株式総数 (株) 1,375 6,500 19,500

純資産額 (千円) 717,591 2,309,876 2,973,132

総資産額 (千円) 957,833 2,772,271 3,712,474

１株当たり純資産額 (円) 521,884.91 355,365.66 152,468.31

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

―

(―)

―

(―)

10,000

(―) 

１株当たり当期純利益 (円) 114,897.53 91,883.04 37,431.87

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 90,433.39 36,526.89

自己資本比率 (％) 74.9 83.3 80.1

自己資本利益率 (％) 18.5 30.7 25.1

株価収益率 (倍) ― 9.0 16.8

配当性向 (％) ― ― 26.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 221,944 561,830 662,736

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △48,293 △120,111 △428,464

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 585,000 1,128,000 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 758,651 2,328,370 2,562,642

従業員数 (名) 38 72 103
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(注) １ 売上高には消費税および地方消費税(以下「消費税等」)は含まれておりません。 

２ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

３ 第１期(設立初年度)の決算期間は、平成12年１月14日から平成12年12月31日までであります。 

４ 当社は持分法適用会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりま

せん。 

５ 第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新株引受権付社債等の発行がないため記載しており

ません。 

６ 第１期の株価収益率については、非上場・非登録であるので株価が把握できないため、記載しておりま

せん。 



ファイル名:011_9261400101503.doc 更新日時:2003/03/26 20:55 印刷日時:03/04/18 9:32 

― 4 ― 

２ 【沿革】 

 

年月 沿革 

平成12年１月 
東京都新宿区においてインタ－ネットを利用した求人求職情報サイトの企画・開発・提供並びに

そのシステムの運営を目的としてエン・ジャパン株式会社を設立。 

平成12年１月 ライコスジャパン株式会社と業務提携を行い、「Lycos」へのコンテンツ提供を開始。 

平成12年２月 人材紹介会社の集合サイト「［en］転職コンサルタント」をオープン。 

平成12年３月 ヤフー株式会社と業務提携を行い、「Yahoo!Japan」へのコンテンツ提供を開始。 

平成12年４月 「［en］社会人の就職情報」を全面リニュ－アル。 

平成12年５月 新宿アイランドタワーに本社移転。 

平成12年６月 名古屋支社を開設。 

平成12年７月 人材派遣会社の集合サイト「［en］派遣のお仕事情報」をオープン。 

平成12年11月 プロジェクトエー株式会社と業務提携を行い、「MOUG」へのコンテンツ提供を開始。 

平成12年12月 年収1000万円クラスの転職情報「［en］キャリアエグゼクティブ」をオープン。 

平成12年12月 「［en］派遣のお仕事情報」を全国版に全面リニューアル。 

平成13年３月 「［en］社会人の就職情報」を全面リニューアル。 

平成13年４月 大阪支社を開設。 

平成13年６月 株式会社大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場へ上場。 

平成13年６月 株式会社スペースアルクと業務提携を行い、「SPACE ALC」へのコンテンツ提供を開始。 

平成13年７月 横浜支社を開設。 

平成13年７月 「［en］転職コンサルタント」を全面リニューアル。 

平成13年８月 株式会社インフォシークと業務提携を行い、「infoseek」へのコンテンツ提供を開始。 

平成13年９月 富士通株式会社と業務提携を行い、「@nifty」へのコンテンツ提供を開始。 

平成13年12月 松下電器産業株式会社と業務提携を行い、「hi－hoしごと」へのコンテンツ提供を開始。 

平成13年12月 書籍「就職・転職の法則」の販売を開始。 

平成14年１月 「[en]派遣のお仕事情報」をリニューアル。 

平成14年３月 
ライコスジャパン株式会社と業務提携を行い、「Lycosキャリア／人材派遣情報」へのコンテン

ツ提供を開始。 

平成14年４月 「[en]社会人の就職情報」が、転職情報サイトランキングで総合第１位となる。 

平成14年７月 
マイクロソフト株式会社と業務提携を行い、「ＭＳＮ就職転職チャンネル」へのコンテンツ提供

を開始。 

平成14年７月 「転職サイト比較調査2002」で認知度第１位となる。 

平成14年８月 「[en]社会人の就職情報」をリニューアル。業界初の動画ムービーを追加。 

平成14年９月 
株式会社ドコモＡＯＬと業務提携を行い、「ＡＯＬキャリアチャンネル」へのコンテンツ提供を

開始。 

平成14年９月 書籍「成功する最強の転職実践ガイド」の販売を開始。 

平成14年10月 経営者・人事担当者向け会員制サービス「[en]パートナーズ倶楽部」開始。 
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３ 【事業の内容】 

(1) 事業の概要 

終身雇用・年功序列慣行の崩壊により、人材の流動化が今後益々盛んとなる状況において、当社

はインタ－ネットを利用した求人求職情報サービス事業を展開しております。現在、首都圏を中心

に求人企業(クライアント)と求職者(ユーザー)との最適なマッチングに努めております。 

事業の内訳としましては［en］社会人の就職情報、［en］転職コンサルタント、［en］派遣のお

仕事情報及び［en］キャリアエグゼクティブの４つの求人サイトを運営しております。収益源の大

半は求人企業からのインターネット広告掲載料であります。［en］キャリアエグゼクティブに関し

ては、求人企業に求職者をマッチングさせることにより発生する成功報酬であります。 

今後、各サイトの拡大には求人企業の増加が必要であり、そのためには広告効果を高め、より多

くの転職希望者を各サイトに集客することが必要となります。当社ではポータルサイト「Yahoo! 

Japan」、「Lycos」、「@nifty」、「infoseek」及び「msn」の各転職情報コーナーに転職情報を提

供しており、新規ユーザーの獲得に注力しております。また、約51万人(平成14年12月31日現在)の

転職に関心のある会員のデータベースを構築しており、求人情報やキャリアアップ情報の配信を通

じてサイトへの集客力を高めております。 

 

① ［en］社会人の就職情報 

当サイトは、技術系から事務系、サービス関連職に至る様々な職種の採用を実現する総合転職

情報サイトであります。このサイトの特色は、掲載企業全社にわたって「詳細な求人情報」を発

信している点です。１社１社独自の取材・撮影を行い、企業の魅力や特長を的確にかつ正直に伝

える求人広告を作成することにより、転職希望者は、企業の規模や知名度だけでなく、独自性や

理念、社内風土などから自分に適した企業を選ぶことができます。 

また、ユーザーのキャリアと、求人企業が求めるキャリアを自動的にマッチングさせる「キャ

リアマッチ検索」サービス(ビジネスモデル特許出願済)があります。ユーザーは自分のキャリア

や現有スキルがどのような企業に求められているのかを知ることができ、「キャリアを活かした

仕事」や「職種転換が可能な仕事」を検索することができます。 

さらに、ユーザーのスキル・キャリアを匿名公開し、当サイトに参画している企業からのアプ

ローチを受けられる「スカウト機能」サービスがあります。ユーザーは匿名性が保たれるのでリ

スクを抑えた転職活動が可能です。同時に匿名登録しておいた自分のスキル・キャリアに対する

外部からの評価を知ることができます。 

この他にも、採用状況の一元管理が可能な「クライアント用管理ページ」を用意しております。

この管理ページでは自社への応募者数・応募者履歴の閲覧、選考の進捗状況の管理などが行えま

す。 

また、このサイトでは他社に先駆け2002年７月から動画配信による情報提供機能が全求人情報

に付加されました。 

これは「取材者が撮影した職場風景」というコーナーを設け、求人企業の社内風景や社員のコ

メントなどを動画(15秒間・約500MB)によって閲覧できるようにしたもので、ユーザー側のパソコ

ンの動作環境については基本ソフト(OS)の指定や特別な制限がありません。 

従来以上に求人企業のたたずまいや職場の雰囲気をリアルに伝える動画配信機能は、応募先の

選定の決め手となることも多く、ユーザー・クライアント双方から非常に大きな評価を得ていま

す。 

当サイトは上記の様々な機能によって、ユーザーと企業とのより適切なマッチング機会の創出

に努めております。 
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② ［en］転職コンサルタント 

当サイトは、全国の人材紹介会社と転職希望会員ユーザーをデータベース化した人材紹介会社

集合サイトであります。ユーザーは各社の特徴と求人案件を横断的に検索できます。また、自分

のレジュメ(履歴書・職務経歴書)を匿名で公開し、コンサルタントからの打診を受けることが可

能です。ユーザーは「匿名公開」を利用することにより、キャリアを活かせる転職先企業の紹介

を受けたり、外部から見た自分のコアコンピタンスや市場価値を知ることができます。 

一方人材紹介会社は、匿名公開されたレジュメを検索し、ターゲット人材に直接アプローチす

ることができます。 

また、「ユーザーからの人材紹介会社評価」を導入。ユーザーは自分と同じ立場にある転職者

の、各人材紹介会社に対する「評価」を知ることができます。人材紹介会社にとっては、自社の

サービスに対する評価を得られることで、サービスの改善を図ることが可能となりました。 

 

③ ［en］派遣のお仕事情報 

当サイトは、仕事選びの利便性を実現するカスタマイズ機能を備えた派遣会社集合サイトであ

ります。勤務地、仕事内容、時給、勤務時間・期間など、ユーザーの希望就業条件に合致した求

人情報のみが表示される「MYページ」や「仕事情報配信メール」などによるマッチングを図って

おります。このサイトの特長は、「掲載情報の即時更新」、「仕事情報が毎日配信」されるとい

う点にあります。急なオーダーに対応したい派遣会社と短期間のうちに仕事を発見したいユーザ

ー、双方にとって利便性が高いサイトであります。 

ユーザーは、複数の派遣会社から自分の希望条件に合った仕事情報だけがメールで配信される

ので、比較検討しながら効率的に仕事選びを行うことができます。 

派遣会社は、専用管理画面から仕事情報の入力・更新を24時間行うことができます。ここから

入力された仕事情報はWEBサイトに掲載されるとともに、希望条件に合致したユーザーに直接メー

ル配信されます。 

 

④ ［en］キャリアエグゼクティブ 

当サイトは、年収1000万円クラスの転職情報のみを掲載する「マネージャー」、「スペシャリ

スト」向けの会員制求人求職情報サイトであります。従来このクラスの人材採用は、ヘッドハン

ティングなどを介して行われてきたため、クライアント側もユーザー側も、ごく限られた範囲の

情報から取捨選択するしかありませんでした。 

当サイトは会員制をとり、求人求職情報をオープンにすることで、クライアント・ユーザー双

方がより広い範囲の情報の中から、より良い選択を可能にしました。また、このサイトでは専門

スタッフによる事務局が会員クライアント・ユーザー双方をサポートし、求人・求職にかかる労

力やリスクの軽減を実現しております。 
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事業の系統図は、次のとおりであります。 
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４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

 

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成14年12月31日現在 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

103名 27歳 0ヶ月 1年 4ヶ月 4,447,133円 

(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数には、使用人兼務取締役 2名を含んでおります。 

４ 最近１年間で、業容の拡大により従業員が31名増加いたしました。 

 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

 



ファイル名:020_9261400101503.doc 更新日時:2003/03/03 16:17 印刷日時:03/04/18 9:35 

― 9 ― 

第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

第３期(自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31日) 

 

本年のわが国の経済情勢は米国経済の減速、世界的な景気低迷傾向の中で、個人消費の停滞などか

らデフレ経済の様相を強めてまいりました。また金融機関の不良債権問題、株価の低迷、雇用情勢の

不安など極めて厳しい状況下で推移しました。今後も引き続きこのような状況が変わらないものと予

想されております。 

 当社の事業であります「求人広告業界」も景況に不透明感が増すなか、求人広告掲載件数も減少傾

向が続いております。    

 このような厳しい経営環境ではございましたが，当社の業績は引き続き順調に推移し、売上高は

3,107百万円（対前期比65％増）と大幅な伸びを示しました。これは、求人広告におけるインターネ

ット媒体の認知度が高まり、紙媒体からの移行が進んでいること、高品質のサービスを適正価格で提

供する当社のサイトに対する信頼の高まりによるものであります。 

 これまで当社は求人企業の情報・特長を的確かつ正直に伝えるため、一社ごとに独自の取材・撮影

を行い求人広告の掲載を行ってまいりました。平成14年8月にはサイトをリニューアルし、掲載内容

をさらに充実させることといたしました。これは求人情報内に「取材者が撮影した職場風景」という

動画コーナーを設置し、オンライン上で生の職場（社内風景や先輩社員の様子）を擬似体験すること

ができ、自分にあった会社選びができるようになりました。その結果、雇用のミスマッチが低減され、

採用成功確率が上がり、高い顧客満足度を得ることができました。 

 さらに、会員制サービス「［en］パートナーズ倶楽部」を開設いたしました。当社の有する社内外

のリソースを集約し、企業の経営者・人事担当者に中途採用のソリューションを提供することを目的

としております。この倶楽部を有効活用していただくことにより、クライアントの採用成功確率をア

ップさせることで、更なる事業の拡大を図ってまいります。 

 この結果、当期の売上高は3,107百万円（対前期比65％増）、経常利益は1,283百万円(対前期比

42％増)、当期純利益は663百万円（対前期比42％増）となりました。 

 

 

 

 

 

 



ファイル名:020_9261400101503.doc 更新日時:2003/03/03 16:17 印刷日時:03/04/18 9:35 

― 10 ― 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により662百万円増加し、投資活動により

428百万円減少した結果、現金及び現金同等物は234百万円の増加となり、期末残高は2,562百万円

(対前期比10.0％増)となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況及びそれらの要因は、以下のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益が1,283百万円となり前事業年度と比

べ385百万円の増益となりましたが、法人税等の支払が180百万円増加したことなどにより、662百

万円と前年同期と比べ100百万円(対前期比18.0％増)の増加となりました。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入れや保険積立金の支出等があったため、

△428百万円と前年同期と比べ308百万円(対前期比256.7％減)の減少となりました。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度中に財務活動がございませんでしたので、

前事業年度と比べて1,128百万円減少しております。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社の主たる業務は、ネット求人広告掲載料の売上であるため、生産に該当する事項がありませ

ん。したがいまして、生産実績に関する記載はしておりません。 

 

(2) 受注実績 

 

第２期 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

第３期 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 区分 

 
受注高(千円) 受注残高(千円) 受注高(千円) 受注残高(千円)

［en］社会人の就職情報 1,357,377 40,538 2,095,227 65,020 

［en］転職コンサルタント 390,155 142,750 735,474 241,780 

［en］派遣のお仕事情報 249,293 78,858 450,845 153,342 

［en］キャリアエグゼクティブ 29,806 4,226 28,523 7,929 

合計 2,026,633 266,372 3,310,069 468,071 

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 販売実績 

 

第２期 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日)

第３期 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日)区分 

 
金額(千円) 金額(千円) 

［en］社会人の就職情報 1,380,629 2,069,912 

［en］転職コンサルタント 291,655 636,444 

［en］派遣のお仕事情報 179,045 376,315 

［en］キャリアエグゼクティブ 25,580 24,820 

合計 1,876,910 3,107,491 

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 

第２期 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

第３期 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 相手先 

 
金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

㈱日本ブレーンセンター 194,070 10.3 372,809 12.0

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 
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３ 【対処すべき課題】 

今後の雇用情勢の見通しは、引き続き先行き不透明な経済情勢の影響を受け、リストラの進行や

高水準の失業率など厳しい状況が続くものと予想されます。 

厳しい環境下ではありますが、当社はクライアント及びユーザーの皆様方により一層満足してい

ただけるサービスを提供するため、継続して競合サイトとの差別化を進めてまいります。 

   インターネット利用の求人広告へのシフトによる、マーケット拡大に対応するため、優秀な人員

の確保が必須であり、積極的な採用活動を行い、加えて効率化を進め、生産性の向上を図っていく

所存です。 
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４ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 代理店契約 

 

相手先 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社日本ブレーン 

センター 
代理店契約 

「［en］社会人の就職情報」

に掲載する求人広告の代理販

売 

平成14年1月1日より平成14年12月31

日までの1年間とする。契約期間終了

の1ヶ月前までに、延長しないとする

申込が当事者のいずれからもない場

合は自動的に1年間延長される。 

 

(2) 業務提携 

 

相手先 契約の名称 契約内容 契約期間 

松下電器産業株式会社 業務提携契約 
インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成13年12月3日より平成14年11月
30日まで。以後事前通知がない場
合には自動更新とする。 

ライコスジャパン株式
会社 

業務提携契約 
インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成12年２月１日より平成13年１
月31日までとする。以後事前に通
知がない場合には自動更新する。 

株式会社インフォシー
ク 

業務提携契約 
インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成13年4月20日より平成14年5月
19日まで。以後事前に通知がない
場合には自動更新する。 

富士通株式会社 業務提携契約 
インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成13年8月21日より平成14年8月
20日までの１年間とする。期間満
了の１ケ月前までに別段の意思表
示がないときは、更に6ケ月間自動
延長される。 

ヤフー株式会社 業務提携契約 
インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成13年1月31日より平成14年3月
31日まで有効とする。期間満了の3
ケ月前までに情報掲載料の提示を
行い合意に達することを条件に、
更に満１年間更新され、以後も同
様とする。 

株式会社スペースアル
ク 

業務提携契約 
インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成13年6月19日より平成14年6月
18日までの1年間とする。期間満了
の3ヶ月前までに契約満了の意思表
示がない限り、契約満了日の翌日
より1年間延長され、それ以降の期
間満了に際しても同様とする。 

Microsoft 
Corporation 

業務提携契約 
インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成14年1月1日より平成14年12月
末日まで。当初の期間又は何れか
の延長期間の満了日の30日前に契
約期間を更新しない旨を他方に意
思表示しない限り3ケ月間自動延長
されるものとし、以後も同様とす
る。 

株式会社ドコモAOL 業務提携契約 
インターネットによる転職関
連情報の掲載 

平成14年9月2日より平成15年2月28
日まで。以後事前に通知がない場
合には自動更新する。 

 

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度において、主な設備投資等は次のとおりであります。 

 

事業所名 
(所在地) 

設備投資等の内容 投資額(千円) 年月 

本社 
(東京都新宿区) 

事務所移転に伴う設備投資 13,994 平成14年８月 

本社 
(東京都新宿区) 

新規契約に伴う事務所の敷金保
証金 

53,184 平成14年12月 

本社 
(東京都新宿区) 

レイアウト変更に伴う設備投資 19,357 平成14年12月 

名古屋支社 
(愛知県名古屋市東区) 

増床契約に伴う事務所の敷金保
証金 

353 平成14年12月 

合計 ― 86,889 ― 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

平成14年12月31日現在における設備及び従業員の配置は次のとおりであります。 

 

帳簿価額(千円) 
事務所名 
(所在地) 

設備の内容 

建物付属設備 器具及び備品 合計 

従業員数 
(名) 

本社 
(東京都新宿区) 

事務所 36,687 67,051 103,739 83

名古屋支社 
(愛知県名古屋市東区) 

事務所 ― 1,652 1,652 6

大阪支社 
（大阪府大阪市淀川区） 

事務所 ― 1,105 1,105 7

横浜支社 
（神奈川県横浜市西区） 

事務所 ― 1,264 1,264 7

合計 ― 36,687 71,074 107,762 103

(注) 1．現在休止中の主要な設備はありません。 

2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

3．上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備はありません。 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 



ファイル名:040_9261400101503.doc 更新日時:2003/03/26 20:56 印刷日時:03/04/18 9:40 

― 15 ― 

第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 78,000

計 78,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 
(平成14年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 
(平成15年３月31日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 19,500 19,500
大阪証券取引所 
(ヘラクレス市場)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

計 19,500 19,500 ― ― 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

  旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの内容は次のとおりであります。 

①株主総会の特別決議日(平成13年３月30日)  

 

 
事業年度末現在 
(平成14年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成15年２月28日) 

新株予約権の数（個） ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 663 663 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 250,000 250,000 

新株予約権の行使期間 
平成15年４月１日～ 
平成23年３月29日 

平成15年４月１日～ 
平成23年３月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額   250,000 
資本組入額  125,000 

発行価額   250,000 
資本組入額  125,000 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当社の
取締役又は従業員の地位にあ
ること。ただし、会社都合に
より他社役員又は、従業員と
なった場合は権利行使を認め
る。 
対象者の相続人による新株引
受権の行使は認めない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入は認めな
い。 

同左 

 

②株主総会の特別決議日(平成14年３月28日) 

 

 
事業年度末現在 
(平成14年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成15年２月28日) 

新株予約権の数（個） ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 62 61 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 800,000 800,000 

新株予約権の行使期間 
平成16年４月１日～ 
平成24年３月27日 

平成16年４月１日～ 
平成24年３月27日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額   800,000 
資本組入額  400,000 

発行価額   800,000 
資本組入額  400,000 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において、当社の
取締役又は従業員の地位にあ
ること。ただし、会社都合に
より他社役員又は、従業員と
なった場合は権利行使を認め
る。 
対象者の相続人による新株引
受権の行使は認めない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入は認めな
い。 

同左 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 
(千円) 

資本金残高
 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成12年１月14日 
(注)１ 

500 500 25,000 25,000 － －

平成12年２月８日 
(注)２ 

500 1,000 25,000 50,000 － －

平成12年５月30日 
(注)３ 

200 1,200 10,000 60,000 － －

平成12年７月29日 
(注)４ 

75 1,275 112,500 172,500 112,500 112,500

平成12年10月31日 
(注)５ 

100 1,375 150,000 322,500 150,000 262,500

平成13年３月30日 
(注)６ 

4,125 5,500 － 322,500 － 262,500

平成13年６月15日 
(注)７ 

1,000 6,500 425,000 747,500 703,000 965,500

平成14年２月20日 
(注)８ 

13,000 19,500 － 747,500 － 965,500

(注)１ 会社設立 
    発行価格 50,000円 資本組入額 50,000円 
 ２ 有償第三者割当 
 発行価格 50,000円 資本組入額 50,000円 
主な割当先 ㈲エムオー総研、㈲えん企画、越智幸三他11名 

 ３ 有償第三者割当 
 発行価格 50,000円 資本組入額 50,000円 
 割当先 越智通勝 
 ４ 有償第三者割当 
 発行価格 3,000,000円 資本組入額 1,500,000円 
 割当先 キャピタリスタ１号投資事業有限責任組合 
 ５ 有償第三者割当 
 発行価格 3,000,000円 資本組入額 1,500,000円 
 主な割当先 ㈱日本ブレーンセンター、日本生命保険(相)、第一生命保険(相)他６名 

  ６ 株式分割(無償交付) 
平成13年２月26日開催の取締役会決議に基づき、平成13年３月30日付をもって平成13年３月14日現在の
株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を１株につき４株の割合で株式分割を行って
おります。 

  ７ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 
 発行価格 1,200,000円 引受価額 1,128,000円 発行価額 850,000円 資本組入額 425,000円 
 ８ 株式分割(無償交付) 
  平成13年12月10日開催の取締役会決議に基づき、平成14年２月20日付をもって平成13年12月31日現在の
株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を１株につき３株の割合で株式分割を行って
おります。 
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(4) 【所有者別状況】 

平成14年12月31日現在 

株式の状況 

区分 政府及び 
地方公共 
団体 
金融機関 証券会社

その他の
法人 

外国 
法人等

外国法人
等のうち
個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況
(株) 

株主数 
(人) 

─ 13 1 26 9 ─ 1,503 1,552 ―

所有株式数 
(株) 

─ 3,002 27 4,403 1,071 ─ 10,997 19,500 ―

所有株式数 
の割合(％) 

─ 15.40 0.14 22.58 5.49 ─ 56.39 100.00 ―

（注） 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が6株含まれております。 

 

(5) 【大株主の状況】 

平成14年12月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

越智 通勝 大阪府箕面市箕面８－５－44 6,796 34.85

有限会社エムオー総研 大阪府箕面市箕面８－５－44 1,800 9.23

有限会社えん企画 大阪府箕面市箕面８－５－44 1,800 9.23

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,119 5.73

越智 幸三 大阪府箕面市箕面８－５－44 720 3.69

越智 明之 大阪府箕面市箕面８－５－44 720 3.69

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１－８－11 672 3.44

株式会社日本ブレーンセン
ター 

大阪府大阪市淀川区宮原３－４－30 576 2.95

野村信託銀行株式会社(投信
口) 

東京都中央区日本橋１－１－１ 549 2.81

ビービーエイチフォーフィ
デリティージャパンスモー
ルカンパニーファンド 

40 WATER STREET.BOSTON MA 02109 U.S.A
(東京都千代田区丸の内２－７－１) 

431 2.21

計 ― 15,183 77.86

(注) １ 上記の所有株式のうち、信託業務に係わる株式数は次のとおりであります。 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社     1,119株 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   672株 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成14年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,500 19,500
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 19,500 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,500 ― 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が６株(議決権６個)含まれ

ております。 

 

② 【自己株式等】 

平成14年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

(自己保有株式) 
エン・ジャパン 
株式会社 

東京都新宿区 
西新宿6-5-1 

― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 
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(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく、新株引受権方式によるストックオプション制

度を採用しております。 

 

平成13年３月30日開催の第１回定時株主総会における特別決議 

 

決議年月日 平成13年３月30日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役  ３名 
従業員  22名 

株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 663 

発行価額（円） 250,000 

権利行使期間 平成15年４月１日～平成23年３月29日  

権利行使についての条件 

権利行使時において、当社の取締役又は従業員の地位にあること。ただ
し、会社都合により他社役員又は、従業員となった場合は権利行使を認
める。 
対象者の相続人による新株引受権の行使は認めない。 

(注)  １ 平成15年２月28日現在の状況を記載しております。 

２ 発行価額の調整 

株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及び

旧商法第280条ノ19に基づく新株引受権行使の場合を含まない)するときは、次の算式により発行価額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

    新規発行株式数×１株当たり払込金 既発行
株式数
＋

１株当りの時価 調整後 
発行価額 

＝
調整前 
発行価額 

× 
既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

３ 発行株数の調整 

平成14年３月28日開催の第２回定時株主総会において、株式数の調整条項追加について特別決議されて

おります。 

権利付与日以降当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により調整し、調整により生じる端

株未満の端数は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整は、その時点で対象者が新株引受権を行使

していない新株引受権の目的たる株式の数について行われるものとする。 

調整後 
株式数 
＝ 
調整前 
株式数 
×分割・併合の比率
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平成14年３月28日開催の第２回定時株主総会における特別決議 

 

決議年月日 平成14年３月28日 

付与対象者の区分及び人数 従業員  33名 

株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 61 

発行価額（円） 800,000 

権利行使期間 平成16年４月１日～平成24年３月27日 

権利行使についての条件 

権利行使時において、当社の取締役又は従業員の地位にあること。ただ
し、会社都合により他社役員又は、従業員となった場合は権利行使を認
める。 
対象者の相続人による新株引受権の行使は認めない。 

(注) １ 平成15年２月28日現在の状況を記載しております。 

２ 発行価額の調整 

時価を下回る価格で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及び旧商法第280条ノ

19に基づく新株引受権行使の場合を含まない)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。 

    新規発行株式数×１株当たり払込金 既発行
株式数
＋

１株当りの時価 調整後 
発行価額 

＝ 
調整前 
発行価額 

× 
既発行株式数＋新規発行による増加株式数 

また、権利付与日以降に当社が株式の分割又は併合を行う場合は、発行価額は分割又は併合の比率に応

じ比例して調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

３ 発行株数の調整 

権利付与日以降当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により調整し、調整により生じる端

株未満の端数は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整は、その時点で対象者が新株引受権を行使

していない新株引受権の目的たる株式の数についてのみ行うものとする。 

調整後 
株式数 
＝ 
調整前 
株式数 
× 分割・併合の比率
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議による自己株式の買受け等、子会社からの自己株式の買受け等又は再評価差額金

による消却のための自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当する事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当する事項はありません。 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の

状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当する事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当する事項はありません。 

３ 【配当政策】 

  利益配分につきましては、創業以来、安定した財務体質と経営基盤の強化を図り、内部留保の拡

充に重点を置いてまいりました。関係者各位のご支援もあり、３期連続して上方修正したことを機

会に、当期は１株につき 10,000 円の配当をしております。 

今後は経営状況を考慮の上、株主の皆様に対する配当その他の利益還元について検討していく所

存であります。 

内部留保金の使途につきましては、今後の事業展開への備えとしていくこととしております。 

 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成12年12月 平成13年12月 平成14年12月 

最高(円) ―
2,900,000
□966,666

1,450,000

最低(円) ―
1,270,000
□423,333

560,000

(注) １ 当社株式は、平成13年６月15日から株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場されております。そ

れ以前については、株価について該当事項はありません。 

２ 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

３ □印は、株式分割(無償)による権利落後の株価であります。 

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 

月別 平成14年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 750,000 760,000 701,000 630,000 680,000 706,000

最低(円) 650,000 680,000 615,000 560,000 560,000 615,000

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 
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５ 【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(株) 

昭和49年４月 ミカレディ株式会社入社 

昭和52年４月 日研フード株式会社入社 

昭和55年11月 株式会社ビジネスコンサルタント

入社 

昭和58年８月 株式会社日本ブレーンセンター設

立、代表取締役社長就任 

平成12年１月 当社設立 

平成12年７月 当社代表取締役会長就任 

平成12年12月 株式会社日本ブレーンセンター取

締役会長就任(現任) 

取締役社長 代表取締役 越 智 通 勝 昭和26年１月18日生

平成12年12月 当社代表取締役社長就任(現任) 

6,796

昭和63年２月 株式会社日本ブレーンセンター入

社 

昭和63年８月 株式会社創房入社 

平成12年１月 当社代表取締役社長就任 
取締役 

メディア開発 
部長 

川 本   剛 昭和43年３月19日 

平成12年12月 当社取締役メディア開発部長就任

(現任) 

―

平成６年４月 株式会社日本ブレーンセンター入

社 取締役 営業部長 鈴 木 孝 二 昭和46年１月３日 

平成12年１月 当社取締役営業部長就任(現任) 

―

昭和54年４月 有限会社森下製版入社 

昭和56年４月 内山会計事務所入所 

昭和58年７月 宏陽実業株式会社入社 

昭和59年２月

 

理経コンピューター株式会社(現 

株式会社理経)入社 

平成12年10月 当社入社 

常勤監査役 
 

 
 
 

柬 理 正 道 
 

昭和31年５月26日 
 

平成12年12月 当社常勤監査役就任(現任) 

─ 
 

昭和49年４月 三幸株式会社入社 

昭和55年１月 長坂公認会計士事務所入所 

昭和59年９月 小川会計事務所開設 
監査役  小 川 秀 俊 昭和25年２月５日 

平成12年１月 当社監査役就任(現任) 

― 

昭和37年４月 日本レミントン・ユニバック株式

会社(現 日本ユニシス株式会社)

入社 

昭和54年４月 コンピューターサービス株式会社

(現 株式会社ＣＳＫ)入社 

昭和63年10月 株式会社ナレッジビジネス研究所

設立、代表取締役社長就任(現任) 

 

監査役 

 

 

 

倉 岡 英 雄 

 

昭和12年８月14日 

平成14年３月 当社監査役就任(現任) 

― 

計 6,796 

(注) 監査役の小川秀俊氏及び倉岡英雄氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項

に定める社外監査役であります。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成13年１月１日から平成13年12月

31日まで)及び当事業年度(平成14年１月１日から平成14年12月31日まで)の財務諸表について、新日本

監査法人の監査を受けております。 

 

３ 連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

 

(2)【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 
(平成13年12月31日) 

当事業年度 
(平成14年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  2,328,370  2,562,642

２ 受取手形  －  3,201

３ 売掛金  276,022  467,759

４ 前払費用  9,433  19,237

５ 繰延税金資産  19,018  31,464

６ 未収入金  －  41,468

７ その他  326  926

貸倒引当金  △5,363  △7,126

流動資産合計  2,627,807 94.8  3,119,574 84.0

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物付属設備  6,922 40,274 

減価償却累計額  1,698 5,224 3,586 36,687

(2) 器具及び備品  18,730 87,967 

減価償却累計額  5,640 13,090 16,893 71,074

有形固定資産合計  18,314 0.7  107,762 2.9

２ 無形固定資産   

(1) 商標権  338  1,983

(2) ソフトウェア  14,498  39,622

(3) 電話加入権  230  259

無形固定資産合計  15,066 0.5  41,864 1.1

３ 投資その他の資産   

(1) 繰延税金資産  6,692  15,230

(2) 長期性預金  －  150,000

(3) 保険積立金  55,526  218,004

(4) 敷金保証金  48,863  60,038

投資その他の資産合計  111,082 4.0  443,272 12.0

固定資産合計  144,464 5.2  592,900 16.0

資産合計  2,772,271 100.0  3,712,474 100.0
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前事業年度 
(平成13年12月31日) 

当事業年度 
(平成14年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  588  6,530

２ 未払金  141,246  268,624

３ 未払費用  17,631  30,216

４ 未払法人税等  244,037  372,685

５ 未払消費税等  46,082  39,014

６ 前受金  4,715  11,875

７ 預り金  8,094  10,206

８ その他  －  190

流動負債合計  462,394 16.7  739,342 19.9

負債合計  462,394 16.7  739,342 19.9

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※１ 747,500 27.0  747,500 20.1

Ⅱ 資本準備金  965,500 34.8  965,500 26.0

Ⅲ その他の剰余金   

１ 当期未処分利益  596,876  1,260,132

その他の剰余金合計  596,876 21.5  1,260,132 34.0

資本合計  2,309,876 83.3  2,973,132 80.1

負債資本合計  2,772,271 100.0  3,712,474 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  1,876,910 100.0  3,107,491 100.0

Ⅱ 売上原価  25,378 1.4  54,520 1.8

売上総利益  1,851,532 98.6  3,052,971 98.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１ 広告宣伝費  428,244 707,295 

２ 役員報酬  26,700 47,320 

３ 給料手当  170,599 273,090 

４ 賞与  49,136 65,060 

５ 法定福利費  24,990 38,563 

６ 業務委託費  47,634 92,911 

７ 地代家賃  31,754 50,729 

８ 支払手数料  － 197,749 

９ 減価償却費  23,365 47,184 

10 貸倒引当金繰入額  4,831 5,122 

11 その他  110,582 917,841 48.9 222,540 1,747,568 56.2

営業利益  933,691 49.7  1,305,402 42.0

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  657 1,171 

２ 雑収入  64 722 0.0 1,254 2,425 0.1

Ⅴ 営業外費用   

１ 新株発行費  14,366 3,646 

２ 固定資産除却損 ※１ 390 500 

３ 上場関連費  20,021 － 

４ 保険解約損  － 20,387 

５ 雑損失  1,541 36,318 1.9 － 24,534 0.8

経常利益  898,094 47.8  1,283,294 41.3

税引前当期純利益  898,094 47.8  1,283,294 41.3

法人税、住民税 
及び事業税 

 445,212 641,023 

法人税等調整額  △11,402 433,809 23.1 △20,984 620,038 20.0

当期純利益  464,285 24.7  663,255 21.3

前期繰越利益  132,591  596,876

当期未処分利益  596,876  1,260,132
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売上原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 原稿制作費  25,378 100.0 54,520 100.0

売上原価  25,378 100.0 54,520 100.0

   

(注) 原稿制作費とは外注制作費及び社内制作にかかる経費であります。 
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③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前事業年度 

(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  898,094 1,283,294 

減価償却費  23,365 47,184 

貸倒引当金の増加額  4,277 1,762 

受取利息  △657 △1,171 

固定資産除却損  390 500 

保険解約損  － 20,387 

売上債権の増減額(△は減少)  △134,380 △194,938 

仕入債務の増減額(△は減少)  △173 5,942 

未払金の増減額(△は減少)  71,801 47,872 

その他の流動資産の増減額(△は減少)  △5,974 △51,872 

その他の流動負債の増減額(△は減少)  36,592 14,979 

小計  893,335 1,173,939 

利息の受取額  657 1,171 

法人税等の支払額  △332,162 △512,374 

営業活動によるキャッシュ・フロー  561,830 662,736 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金預入れによる支出  － △150,000 

有形固定資産の取得による支出  △10,519 △32,546 

無形固定資産の取得による支出  △26,645 △51,878 

保険積立金の解約による収入  － 66,411 

敷金保証金の差入による支出  △27,419 △11,174 

保険積立金の支出  △55,526 △249,276 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △120,111 △428,464 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

株式の発行による収入  1,128,000 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,128,000 － 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  1,569,719 234,271 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  758,651 2,328,370 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  2,328,370 2,562,642 
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④ 【利益処分計算書】 

 

  
前事業年度 
(平成14年３月28日) 

当事業年度 
(平成15年３月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  596,876  1,260,132

Ⅱ 利益処分額   

   配当金  － － 195,000 195,000

Ⅲ 次期繰越利益  596,876  1,065,132
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで 

あります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

建物付属設備 3年～15年  

１ 固定資産の減

価償却の方法 

器具及び備品 5年～ 8年  

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用）は性 

質に応じて利用可能期間を１年及び５ 

年と見込んでおります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

２ 繰延資産の処

理方法 

(1) 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理しており

ます。 

(1) 新株発行費 

同左 

３ 引当金の計上

基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収の可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

４ リース取引の

処理方法 

― リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

５ キャッシュ・

フロー計算書

における資金

の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資であります。 

同左 

 

６ その他財務諸

表作成のため

の重要な事項 

(1) 消費税等の処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

(1) 消費税等の処理方法 

同左 
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(表示方法の変更) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

― （貸借対照表） 

 未収入金は総資産額の1/100を超えたため、区分掲記

することとしました。なお前期は流動資産のその他に

85千円含まれております。 

 

（損益計算書） 

支払手数料は販売費及び一般管理費総額の5/100を超

えたため、区分掲記することとしました。なお、前期

は販売費及び一般管理費の「その他」に5,577千円含ま

れております。 

 

 

(追加情報) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

（金融商品の時価会計） 

当事業年度から金融商品に係る会計基準(「金融商品に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成11年1月22日))を適用しております。この変更によ

る損益への影響はございません。 

― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成13年12月31日) 

当事業年度 
(平成14年12月31日) 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 22,000株

発行済株式数 6,500株
 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 78,000株

発行済株式数 19,500株
 

 

(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

※１ 固定資産除却損 

   ソフトウェアの見込利用可能期間内における除却

損であります。 

※１ 固定資産除却損 

同左 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係(平成13年12月31日現在)

現金及び預金勘定 2,328,370千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,328,370千円
  

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係(平成14年12月31日現在)

現金及び預金勘定 2,562,642千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,562,642千円
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を 
超えるものがないため、記載を省略しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引 

  （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 
 

  
 

 
有形固定資産 
(器具及び備品) 
(千円) 

合計 

（千円） 

  
取得価額 

相当額 
4,851 4,851 

  
減価償却累計

額相当額 
1,212 1,212 

  
期末残高 

相当額 
3,638 3,638 

 

 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  1年以内   1,600千円 

  1年超   2,089千円 

   合計   3,690千円 

 

 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

  支払リース料 1,286千円  

  減価償却費相当額 1,212千円  

  支払利息相当額 125千円  

 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

(ア)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

(イ)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 
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(有価証券関係) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

当社は、有価証券を全く保有しておりませんので、該当

事項はありません。 

同左 
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（デリバティブ取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんの

で、該当事項はありません。 

同左 

 

(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(平成13年12月31日) 

当事業年度 
(平成14年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,734千円

 未払事業税否認 17,514千円

 減価償却費損金算入限度超過額 6,462千円

 繰延税金資産計 25,711千円

(繰延税金負債) 

 繰延税金負債計 －千円

 繰延税金資産の純額 25,711千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,123千円

 未払事業税否認 26,982千円

 未払賞与否認 3,359千円

 減価償却費損金算入限度超過額 15,230千円

 繰延税金資産計 46,695千円

(繰延税金負債) 

 繰延税金負債計 －千円

 繰延税金資産の純額 46,695千円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.1％

 (調整) 

 留保金に課税される税額 4.7％

 その他 1.5％

 税効果適用後の法人税等の負担率 48.3％
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.1％

 (調整) 

 留保金に課税される税額 4.9％

 その他 1.3％

 税効果適用後の法人税等の負担率 48.3％
  

 

(持分法損益等) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

当社は、持分法適用会社がないため該当事項はありませ

ん。 

同左 
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【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成13年１月１日 至 平成13年12月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有)割合
(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

求人広告掲
載売上 

12,275 売掛金 892

代理店売上 181,795 売掛金 9,187

原稿の制作 1,702 買掛金 333

従業員の採
用及び研修
費用 

24,984 未払金 8,760

広告宣伝 110,858 未払金 31,757

業務委託 4,592 未払金 2,096

回線使用料 3,825 未払金 839

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

㈱日本 
ブレーン 
センター 

大阪市 
淀川区 

28,000 
人事コンサ
ルティング
業 

(被所有) 
直接3.0 

兼任１名
当社広告
媒体の販
売 

電気使用料 2,665 未払金 349

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 求人広告掲載売上については、一般取引先へ販売する条件と同一であります。 

(2) 代理店売上については、他の代理店と同じ条件の下で取引しております。 

(3) 原稿制作、従業員の採用及び研修費用、広告宣伝については、㈱日本ブレーンセンターが一般取引先へ販売

する条件と同一であります。 

(4) 業務委託については、一般取引先と同様に委託内容ごとに協議の上、契約書に基づいて決定しております。 

(5) 回線使用料及び電気使用料については、実費相当額金額の取引です。 

(6) 当社代表取締役越智通勝及びその近親者が議決権の100％を直接所有しております。 

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。 
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当事業年度(自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有)割合
(％) 

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

求人広告掲
載売上 

11,810 売掛金 1,722

代理店売上 360,999 売掛金 31,248

原稿の制作 18,788 買掛金 1,967

従業員の採
用及び研修
費用 

62,429 未払金 12,075

広告宣伝 204,818 未払金 22,739

代理店手数
料 

173,455 未払金 16,359

業務委託 13,257 未払金 7,062

回線使用料 5,665 未払金 570

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社 

㈱日本 
ブレーン 
センター 

大阪市 
淀川区 

28,000 
人事コンサ
ルティング
業 

(被所有) 
直接3.0 

兼任１名
当社広告
媒体の販
売 

電気使用料 4,574 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 求人広告掲載売上については、一般取引先へ販売する条件と同一であります。 

(2) 代理店売上については、他の代理店と同じ条件の下で取引しております。 

(3) 原稿制作、従業員の採用及び研修費用、広告宣伝については、㈱日本ブレーンセンターが一般取引先へ販売

する条件と同一であります。 

(4) 業務委託については、一般取引先と同様に委託内容ごとに協議の上、契約書に基づいて決定しております。 

(5) 回線使用料及び電気使用料については、実費相当額金額の取引です。 

(6) 当社代表取締役越智通勝及びその近親者が議決権の100％を直接所有しております。 

上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。 

 

 

 

(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

１株当たり純資産額 355,365円66銭 １株当たり純資産額 152,468円31銭

１株当たり当期純利益 91,883円04銭 １株当たり当期純利益 37,431円87銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

90,433円39銭
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

36,526円89銭
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(重要な後発事象) 

 

前事業年度 
(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

１ 平成13年12月10日開催の取締役会決議に基づき、

次のように株式分割(無償交付)による新株式を発

行しております。 

(1) 平成14年２月20日付をもって普通株式１株を３

株に分割する。 

① 分割により増加する株式数 

 普通株式       13,000株 

② 分割方法 

 平成13年12月31日現在の株主名簿及び実質

株主名簿に記載された株主の所有株式数

を、１株につき３株の割合で分割する。 

 

(2) 配当起算日 

平成14年１月１日 

 

２ 平成14年２月26日開催の取締役会決議に基づき、

平成14年３月28日開催の第２回定時株主総会特別

決議により、次のように当社従業員に対して新株

引受権を付与しております。 

(1) 付与対象者 

当社従業員37名 

(2) 新株引受権の目的たる株式の種類 

当社普通株式 

(3) 新株引受権の目的たる株式数 

① １人１株から４株の範囲、合計68株を上限

とする。 

② 株式の数は、権利付与日以降当社が株式の

分割又は併合を行う場合は、次の算式によ

り調整し、調整により生じる端株未満は切

り捨てるものとする。ただし、かかる調整

は、その時点で対象者が新株引受権を行使

していない新株引受権の目的たる株式の数

についてのみ行うものとする。 
 
調整後 

株式数 
＝ 
調整前 

株式数 
× 分割・併合の比率

(4) 発行価額 

① 権利付与日の大阪証券取引所における当社

普通株式の終値(当日に終値がない場合

は、それに先立つ直近日の終値)とする。 

② 時価を下回る価額で新株発行(転換社債の

転換、新株引受権証券による権利行使及び

商法第280条ノ19に基づく新株引受権行使

の場合を含まない)を行う場合は、次の算

式により発行価額を調整し、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げるものとす

る。 

    新規発行 
株式数 

×
１株当たり
払込金 

 
既発行 
株式数 

 

＋ 
１株当たりの時価 

調整後 
発行価額 

 
＝ 
 
調整前
発行価額

 
× 既発行 
株式数 

＋ 
新規発行による
増加株式数  

平成15年２月28日開催の取締役会決議及び平成15年３

月28日開催の第３回定時株主総会特別決議により、株

主以外の者に対し、特に有利な条件をもって新株予約

権の発行決議を行ないました。 

１ 新株予約権発行の要領 

(1) 新株予約権の割当を受ける者 

当社の監査役、従業員及び取引先の取締役 

(2) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

当社普通株式100株を上限とする。 

なお、新株予約権を発行する日(以下「発行

日」という。)後、当社が株式の分割または併

合を行う場合、次の算式により目的たる株式数

を調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本件新株予約権のうち当該時点で権利行使

されていない新株予約権の目的たる株式数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数は、切り捨てるものとする。 
 
調整後

株式数
＝
調整前 

株式数 
× 分割または併合の比率

また、発行日後、当社の合併、株式交換、会

社分割等により、目的たる株式数の調整を必要

とする場合、取締役会が適切と判断する株式数

に変更されるものとする。 

(3) 発行する新株予約権の総数 

100個を上限とする。(新株予約権１個につき

当社普通株式１株(以下、「付与株式数」とい

う。)) 

ただし、前項(2)に定める株式数の調整を行

った場合は、同様の調整を行うものとする。 

(4) 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

(5) 新株予約権の行使に際して払込をすべき金額 

各新株予約権の行使に際して払込をなすべき

金額は、各新株予約権の行使により発行または

移転する株式１株当たりの払込金額(以下「払

込金額」という。)に付与株式数を乗じた金額

とする。 

払込金額は、発行日の属する月の前月の各日

(取引が成立しない日を除く。)における大阪証

券取引所ヘラクレス市場の当社普通株式の普通

取引の終値の平均値(１円未満の端数は切り上

げる)とする。 

ただし、その金額が新株予約権の発行日の大

阪証券取引所ヘラクレス市場における当社普通

株式の普通取引の終値(取引が成立しない場合

は、それに先立つ直近日の終値とする。)を下

回る場合は、当該終値とする。 

なお、発行日後、当社が株式の分割または併

合を行う場合、払込金額は分割または併合の比

率に応じ比例的に調整されるものとし、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。 
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前事業年度 

(自 平成13年１月１日 
至 平成13年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日) 

  また、権利付与日以降に当社が株式の分割

又は併合を行う場合は、発行価額は分割又

は併合の比率に応じ比例して調整するもの

とし、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げるものとする。 

(5) 権利行使期間 

平成16年４月１日から平成24年３月27日まで 

(6) 権利行使についての条件 

① 新株引受権行使時においても当社の役員又

は従業員であること。ただし、当社の都合

により他社の役員又は従業員となった場合

には権利行使を認める。 

② 新株引受権対象株式数の一部につき権利行

使をすることができる。 

③ 新株引受権の譲渡、質入れ及び相続は認め

ない。 

④ その他の条件については、会社と権利者と

の間で締結する新株引受権付与契約に定め

る。 

また、発行日後、時価を下回る価額で新株を

発行(新株予約権の行使、商法等の一部を改正

する法律(平成13年法律第128号)施行前の商法

に定める第280条ノ19の規定に基づく新株引受

権の行使の場合を除く。)または自己株式を処

分する場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げる。 

新規発行 
または処
分株式数 

×

１株当た
り払込金
額または
処分価額

 
 
既発行 
株式数 

 
 
＋ 
新規発行または処分前
の１株当たりの時価調整後

払込価額
＝
調整前
払込価額

×
既発行 
株式数 
＋
新規発行または
処分株式数 

上記算式において「既発行株式数」とは、当

社の発行済株式数から当社が保有する自己株式

数を控除した数としております。 

また、当社の合併、株式交換、会社分割等に

より、払込金額の調整を必要とする場合、取締

役会が適切と判断する払込金額に変更されるも

のとする。 

(6) 新株予約権の権利行使期間 

平成17年４月１日から平成25年３月31日まで

とする。 

(7) 新株予約権の行使の条件 

① 当社の監査役及び従業員は、新株予約権の

権利行使時においても、当社の役員または

従業員であることを要する。 

ただし、当社都合により他社役員または従

業員となった場合には権利行使を認める。

② 当社取引先の取締役は、新株予約権の権利

行使時においても、当社の業績向上に寄与

していると判断され、かつ当社取引先の役

員または従業員であることを要する。 

③ その他条件については、本総会決議及び新

株予約権発行の取締役会決議に基づく。 

(8) 新株予約権の消却事由及び条件 

① 当社が消滅会社となる合併契約書が株主総

会で承認されたとき、又は当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしく

は株式移転の議案が株主総会で承認された

ときは、新株予約権を無償で消却すること

ができる。 

② 新株予約権の割当を受ける者が、前記(7)

に定める条件により、権利を行使する条件

に該当しなくなったときは、新株予約権を

無償で消却することができる。 

(9) 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認

を要する。 
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⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

 

【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産   

 建物付属設備 6,922 33,351 ― 40,274 3,586 1,888 36,687

 器具及び備品 18,730 69,237 ― 87,967 16,893 11,253 71,074

有形固定資産計 25,653 102,589 ― 128,242 20,479 13,141 107,762

無形固定資産   

商標権 341 1,752 ― 2,093 109 107 1,983

ソフトウェア 35,546 59,559 2,740 92,365 52,743 33,935 39,622

電話加入権 230 29 ― 259 ― ― 259

無形固定資産計 36,117 61,340 2,740 94,718 52,853 34,042 41,864

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。 

器具及び備品 本社 社内用サーバー等 43,323千円 

  引越に伴う備品の購入等 17,086千円 
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【社債明細表】 

該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 747,500 ― ― 747,500

普通株式 (株) (6,500) (13,000) (―) (19,500)

普通株式 (千円) 747,500 ― ― 747,500

計 (株) (6,500) (13,000) (―) (19,500)

資本金のうち 
既発行株式 

計 (千円) 747,500 ― ― 747,500

(資本準備金) 
 株式払込剰余金 

(千円) 965,500 ― ― 965,500資本準備金及び 
その他の 
資本剰余金 計 (千円) 965,500 ― ― 965,500

― (千円) ― ― ― ―
利益準備金及び 
任意積立金 

計 (千円) ― ― ― ―

(注) 普通株式の当期増加は、平成14年２月20日付をもって１株を３株の割合で株式分割(無償交付)を行ったも

のであります。 

 

【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 5,363 7,126 2,230 3,133 7,126

(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権に貸倒実績率を乗じた金額の洗替額でありま

す。 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

 

区分 金額(千円) 

現金 225

普通預金 2,562,417

合計 2,562,642

 

ロ 受取手形 

(イ) 相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

福島工業株式会社 1,469

株式会社デンコー 892

リコーエレメックス株式会社 840

合計 3,201

 

期日 金額(千円) 

平成15年１月満期 577

平成15年２月満期 630

平成15年３月満期 1,732

平成15年４月満期 262

合計 3,201
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ハ 売掛金 

(イ) 相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

株式会社日本ブレーンセンター 32,970

株式会社オープンハウス 5,365

株式会社ジェイエイシージャパン 3,979

ユニバーサルコンピューター株式会社 3,843

株式会社インター・トレード 3,470

その他 418,132

合計 467,759

 

 

(ロ) 売掛金滞留状況 

 

期首残高(千円) 
 
(Ａ) 

当期発生高(千円) 
 
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
 
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
 
(Ｄ) 

回収率(％) 
 

(Ｃ) 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 
 

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ)
２ 
(Ｂ) 
365 
 

276,022 3,263,834 3,072,096 467,759 86.79 41.59

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

 

ニ 保険積立金 

 

相手先 金額(千円) 

日本生命保険相互会社 218,004

合計 218,004

 



ファイル名:110_9261400101503.doc 更新日時:2003/03/20 14:50 印刷日時:03/04/18 9:59 

― 47 ― 

ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

 

相手先 金額(千円) 

株式会社日本ブレーンセンター 1,967

株式会社パワードコム 1,233

株式会社エイジェックスコミュニケーションズ 897

野々上勉 202

青木ゆかり 193

その他 2,036

合計 6,530

 

ロ 未払金 

 

相手先 金額(千円) 

株式会社日本ブレーンセンター 58,806

株式会社サムスル 48,104

株式会社三井デザインテック 37,275

日本ヒューレット・パッカード株式会社 17,884

株式社エイジェックスコミュニケーションズ 14,479

その他 92,074

合計 268,624

 

ハ 未払法人税等 

 

区分 金額(千円) 

法人税 253,577

住民税 55,016

事業税 64,091

合計 372,685
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(3) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

株主名簿閉鎖の期間 ― 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券、10株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

  名義書換手数料 ― 

  新券交付手数料 ― 

端株の買取り  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
 UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

(注) 当社は、商法第220条ノ２第１項の規定する端株原簿を作成しております。 

 

 



ファイル名:120_9261400101503.doc 更新日時:2003/03/26 20:57 印刷日時:03/04/18 10:01 

― 50 ― 

第７ 【提出会社の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第２期) 

自 平成13年１月１日
至 平成13年12月31日

 
平成14年３月29日 
関東財務局長に提出 

(2) 
有価証券報告書 
の訂正報告書 

事業年度 
(第２期) 

自 平成13年１月１日
至 平成13年12月31日

 
平成14年９月25日 
関東財務局長に提出 

(3) 半期報告書 (第３期中) 
自 平成14年１月１日
至 平成14年６月30日

 
平成14年９月27日 
関東財務局長に提出 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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監 査 報 告 書 

 

 

平成14年３月28日 

エン・ジャパン株式会社 

代表取締役社長 越 智 通 勝 殿 

新日本監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  渋  谷  道  夫  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  吉  田  高  志  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているエン・ジャパン株式会社の平成13年１月１日から平成13年12月31日までの第２期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明

細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施す

べき監査手続を実施した。 

監査の結果、会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示

方法は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)の定めると

ころに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の財務諸表がエン・ジャパン株式会社の平成13年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 (注) 会社は、当事業年度より追加情報の注記に記載のとおり、金融商品に係る会計基準が適用され

ることとなるため、これらの会計基準により財務諸表を作成している。 

 

以 上 
 
 
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が提出した有価証券報告書に綴り込まれた前事業年度の監査報告書

に記載された事項を電子化したものであります。 
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監 査 報 告 書 

 

 

平成15年３月28日 

エン・ジャパン株式会社 

代表取締役社長 越 智 通 勝 殿 

新日本監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  渋  谷  道  夫  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  吉  田  高  志  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているエン・ジャパン株式会社の平成14年１月１日から平成14年12月31日までの第３期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明

細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施す

べき監査手続を実施した。 

監査の結果、会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示

方法は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)の定めると

ころに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の財務諸表がエン・ジャパン株式会社の平成14年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
 
 
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 
 


